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ま　え　が　き

　グローバル競争という言葉が登場してから、すでに久しい。刻々と変わる環境の中で、企

業はその競争を勝ち抜くために、それまでに培ってきた強み、特徴を十分に活かそうとして

いる。それらを総称して「知的資産」と呼ぶことがあるが、そのもっとも重要な項目の一つ

がヒト、人的資産である。

　近年、投資家が投資判断を行う際、中長期的な企業価値を判断するために、財務諸表に表

れる項目のみならず、ESG と称されるような非財務情報を要素として組み込む動きが見ら

れるようになっている。

　ヒト、人的資産の価値を正確に把握する試みは、実に長く検討され続けている。競争激化

の中で、企業の総合的な経営力を判断するために、人的資産情報をどの程度十分に活用でき

るのかが今問われているが、その評価方法は未だ定式化されるには至っていない。

　「評価」という問題を検討する前段階としても、こうした人的資産に関する情報が、現段

階でどの程度開示され、注目され使用されているのかが、まず検討されるべきであろう。人

的資産に関する情報、たとえば、残業時間の削減や WLB への積極的な取り組み、あるいは、

多様な人材の活用などに関する情報を、企業が開示し、それらを投資家が注目し投資行動に

活用することで、投資パフォーマンスや、ひいては企業業績につながるという好循環が形成

されれば、「働き方改革」の推進にも寄与するであろう。今後、情報開示とその利用は、さ

らに活性化していくことが予想される。

　現在、企業はヒトに関するどのような情報を開示し、投資家は、それらをどの程度重要視

し、利用しているのであろうか。刻々と変わる環境の中で今後の展開を予測するためにも、

現時点における情報開示の様相を正確に把握することはきわめて重要である。そして、より

効果的な支援策を検討するためにも不可欠である。本研究では、情報を出す側の企業と、情

報の受け手としての投資家の双方から、情報開示の現状を探るために、調査を実施した。そ

の結果報告である。

　本報告が、今後の情報開示と投資行動の関係を考えるための基礎資料として多少なりとも

参考になれば、幸いである。
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